様式２－１
　　年　　月　　日
福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
　　住　　所
　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　作成担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
令和８年度まちなか賑わい創業促進事業
業務委託公募型企画プロポーザル提案書
　福島県が実施する令和８年度まちなか賑わい創業促進事業業務委託公募型企画プロポーザルに参加したいので、下記指定の書類を添えて企画提案書を提出します。
　なお、提出書類の記載事項はすべて事実と相違なく、かつ、地方自治法施行令第167条の4の規定のいずれにも該当しないことを誓約します。
記
添付書類
１　提案書
２　事業者の概要（様式２－２）
３　主要業務実績書（様式２－３）
４　業務責任者（様式２－４）
５　受託後の執行体制図（様式２－５）
６　直近１事業年度の決算書類（収支計算書・貸借対照表・財産目録）
７　定款（写し）
　（法人格を有しない場合は、団体規約の写し等運営規約に相当するもの）
８　履歴事項全部証明書（写し可）（審査実施日前６か月以内に発行されたもの）
　（法人格を有しない場合は、名称、所在地、資産の総額、代表者の氏名及び住所を記載した書類。）
９　経費積算内訳書（様式２－６）
10　暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式２－７）
11　役員一覧（様式２－８）
様式２－２
事　業　者　の　概　要
	事業者名
	

	代表者の
役職・氏名
	
	業務責任者の
役職・氏名
	

	電話番号
	（　　　）　　　－　　　　
	ＦＡＸ番号
	（　　　）　　　－　　　　

	メールアドレス
（本件に係る連絡先）
	　　　　　@
	ＵＲＬ
	http://

	資本金等
	　　　　　　　　　　　万円
	従業員数
	　　　　　　　　　　　　人

	事業者の沿革
	※提案内容に関連する事項があれば特記してください。

	現在営んでいる
事業の内容
	※会社パンフレットでも代替可能です。その際には「パンフレットにて代替」と記載してください。
※提案内容に関連する事項があれば特記してください。

	主な業務実績
	※会社パンフレットでも代替可能です。その際には「パンフレットにて代替」と記載してください。
※提案内容に関連する事項があれば特記してください。


１　各項目の枠どりについては、記載内容に応じ、変更を可とします。
２　記載欄が不足する場合は、この様式を複写して記載してください。
様式２－３
主要業務実績書
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
	自主事業・委託事業・補助事業の別
	事業費
（千円）
	発注（補助）者の
名称、所在地
	事業の期間
	事業の概要
（名称、実施箇所、実施内容（支援対象企業の業種・規模等、支援内容及びその成果等）など）
	本事業との関連性、活用できる技術、経験、ノウハウ等

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


記載上の注意
１　提出日の直前３年間の主な実績について記載してください。
なお、都道府県又は公的な産業支援機関が発注者となっている業務実績があれば、優先して記述してください。
２　事業実施報告書等業務実績の内容が分かる書面を添付してください。
３　事業費の欄には、委託事業にあっては契約金額、補助事業にあっては、事業費の額、補助金の額、補助率を記載してください。
様式２－４
業務責任者
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
	
	氏名
	年齢
	職名及び業務内容
	略　　歴
	取得資格名称
	得意分野・支援実績

	
	
	
	職名
	業務内容
	
	
	

	業務責任者
	
	
	
	
	
	
	


１　各項目の枠どりについては、記載内容に応じ、変更を可とします。
２　記載欄が不足する場合は、この書式を複写して記載してください。
３　略歴は、別紙とすることを可とします。
様式２－５（受託後の執行体制図）
受託後の執行体制図
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
	


記載上の注意
１　表示の仕方は任意とするが、以下の２以降の点について留意し記載してください。
２　用紙のサイズは、Ａ４版（日本工業規格Ａ列４番）縦型としてください。
３　本社、支社、営業所等を図示してください。また、代表者、業務責任者、企画運営者等を明記してください。
様式２－６
経費積算内訳書
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
	項
	金　　　額
	備　　　考

	まちなか賑わい創業促進事業
業務委託経費
	
	(１)～(３)の合計を記入

	消費税及び地方消費税相当額
	
	

	上記の合計額
	
	


記載上の注意
　１　枠組みについては、記載内容に応じ、変更を可とします。
(１)　人件費
	項　目
	単　価
	数　量
	金　額
	備　考

	業務責任者
	
	
	
	

	企画運営者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


(２)　事業費（研修に係る経費）
	項　目
	単　価
	数　量
	金　額
	備　考

	講師謝金
	
	
	
	

	講師旅費
	
	
	
	

	備品賃借料
	
	
	
	

	研修会場費
	
	
	
	

	郵送料
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


(３)　その他、本業務の履行に要する経費
	項　目
	単　価
	数　量
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


様式２－７
暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
　福 島 県 知 事　　内 堀　雅 雄　様
１　私は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
 (1)　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
 (2)　自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
 (3)　暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
 (4)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用していると認められる関係を有すること。
 (5)　役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
２　私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。
 (1)　暴力的な要求行為
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為
 (3)　取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
 (4)　風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて福島県の信用を毀損し、または福島県の業務を妨害する行為
３　私は、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、私との取引を継続することが不適切である場合には、私は福島県から請求があり次第、福島県に対する一切の債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁償します。
４　上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。
５　貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員一覧」等により提出する当方の個人情報を警察に提供し、表明・確約事項を確認することについて同意します。
記入日　　　　　年　　月　　日　　
住所（又は所在地）
社名及び代表者名又は
個人事業主の氏名                                       　　　　　　 実印
